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2004年度　今村法律研究室新収図書
所蔵 No.
　【書籍】
１．岡部逸夫編『個人情報保護法の解説』（ぎょうせい　2005）
２．横道清孝編『自治体改革１　地方制度改革』（ぎょうせい　2004）
３．武藤博己編『自治体改革２　自治体経営改革』（ぎょうせい　2004）
４．今井照編『自治体改革３　自治体政策のイノベーション』（ぎょうせい　2004） 
５．礒崎初仁編『自治体改革４　政策法務の新展開』（ぎょうせい　2004）
６．西尾勝編『自治体改革５　自治体デモクラシー改革』（ぎょうせい　2005）
７．天野巡一編『自治体改革６　職員・組織改革』（ぎょうせい　2004） 
８．池上岳彦編『自治体改革７　地方税制改革』（ぎょうせい　2004）
９．神野直彦編『自治体改革８　地方財政改革』（ぎょうせい　2004）
10．西尾隆編『自治体改革９　住民・コミュニティとの協働』（ぎょうせい　2004）
11．廣瀬克哉編『自治体改革10　情報改革』（ぎょうせい　2005）
12．岡村久道『個人情報保護法』（商事法務　2005）
13～14．大阪刑事実務研究会『刑事証拠法の諸問題（上）（下）』（判例タイムズ社　2001）
15．行政情報システム研究所編『行政機関等個人情報保護法の解説』（ぎょうせい　2005）
16．石川明編『国際経済法と地域協力』（信山社　2004）
17．尹龍澤『東アジアの行政不服審査制度』（有信堂　2004）
18．滋賀秀三『中国法制史論集』（創文社　2003）
19．山口俊夫編『フランス法辞典』（東京大学出版会　2002）
20．小山一陽・山田治男編『改正担保法・執行法のすべて』（中央経済社　2003）
21．日本アナキズム運動人名事典編集委員会編『日本アナキズム運動人名事典』（ぱる出版　
2004）
22．小口彦太・田中信行『現代中国法』（成文堂　2004）
23．内田力蔵『イギリス法入門』（信山社　2004）
24～26．門口正人編
　『民事証拠法大系　第２巻　総論Ⅱ』（青林書院　2004）
　『民事証拠法大系　第３巻　各論Ⅰ人証』（青林書院　2003）
　『民事証拠法大系　第４巻　各論Ⅱ書証』（青林書院　2004）
27．井上正人・長沼範良・酒巻匡・大澤裕・川出敏裕・堀江慎司『ケースブック刑事訴訟法』（有
斐閣　2004）
28．松本克平『八月に乾杯』（弘隆社　1989）
29～31．管野須賀子『管野須賀子全集（１）（２）（３）』（弘隆社　1984）
32．前田達明編『史料民法典』（成文堂　2004）
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33．個人情報保護実務研究会編『個人情報保護管理・運用の実務』（新日本法規　2003）
34．石川諒一・玉水常治『自由党大阪事件』（長陵書林　1981）
35～51．初期社会主義研究会編『初期社会主義研究　創刊号～第17号』（弘隆社　1986～2004）
52．山縣悌三郎『児孫の為めに余の生涯を語る』（弘隆社　1987）
53．清藤幸七郎編『天佑侠』（長陵書林　1981）
54．葛生修吉他編『黒龍会日露戦争期論策集　對露の危機　和局私案』（長陵書林　1981）
55．平山周『支那革命党及秘密結社』（長陵書林　1980）
56．乾坤一布衣『最暗黒之東京』（長陵書林　1977）
57．権藤成卿『權藤氏世譜』（長陵書林　1978）
58．家永三郎・外崎光広・吉田曠二『海南新誌・土陽雑誌・土陽新聞』（弘隆社　1983）
59．文献情報研究会編『憲法文献大事典』（日本図書センター　2004）
60～61．森永英三郎・仲原清編『大石誠之助全集（１）（２）』（弘隆社　1982）
62．松本衛士『長野県初期社会主義運動史』（弘隆社　1987）
63～64．阿部恒久編『奥宮健之全集（上）（下）』（弘隆社　1988）
65．尾崎哲夫『法律英語用語辞典』（自由国民社　2003）
66．佐原仁志『全国弁護士大観　平成15年版』（法律新聞社　2003）
67～68．日弁連交通事故相談センター東京支部編『民事交通事故訴訟　損害賠償額算定基準（上）
（下）』（日弁連交通事故相談センター東京支部　2005）
69～72．著作権法・商標法判例研究会編『著作権法・商標法判例解説集（１）～（４）』（新日本法
規　1993）
73．知的財産権判例研究会編『知的財産権判例要旨集』（新日本法規　2003）
74～83．不正競業法判例研究会編
　『判例不正競業法１　序説　不正競争防止法（１）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法１－A　不正競争防止法（１）－A』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法２　不正競争防止法（２）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法２－A　不正競争防止法（３）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法２－B　不正競争防止法（４）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法３　商法・商標法（１）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法４　商標法（２）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法５　商標法（３）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法６　商標法（４）』（新日本法規　1978）
　『判例不正競業法７　商標法（５）　附録　索引』（新日本法規　1978）
　【コンピュータソフト】
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